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(注）各頁の計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

歳入予算の特徴

令和７年度当初予算 歳入構成内訳

令和７年度当初予算

（単位：億円）

歳入予算は、自主的に収入を確保するこ

とができる県税などの「自主財源」が３割程

度、国から交付される地方交付税などの

「依存財源」 が７割程度であり、国の動向に

大きな影響を受ける財政構造となっていま

す。

自主財源の主なものは県税です。令和７

年度当初予算においては829億円で歳入総

額の17.6%を占めています。

依存財源の主なものは地方交付税、国庫

支出金及び県債です。特に地方交付税は

歳入総額の４割程度を占めており、国の地

方財政対策に伴う地方交付税の動向が予

算に大きく影響します。
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歳出を行政目的によって分類した目的別の内訳は、公

立小中学校の教職員人件費を含む教育費、道路・河川等

の工事を行う土木費及び結婚・出産・子育ての支援や保

健・医療・介護の充実等を行う民生費の割合が高くなって

います。

歳出予算の特徴

令和７年度当初予算 歳出構成内訳

目的別内訳 性質別内訳

性質別の内訳は、人件費、公債費、扶助費の義務的

な経費が47.4%と半分を占めています。また、普通建

設事業費、災害復旧事業費の投資的経費が21.0%を占

めています。

（単位：億円）
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当初予算の推移

一般会計の当初予算は、平成13年度までは本格的な高齢社会を迎える21世紀初頭までの期間を高い公共投資水準を維

持し得る最後の貴重な期間と位置づけ、国の経済対策にも呼応しながら、遅れていた社会資本の整備や県勢の発展に資す

る戦略的プロジェクトの推進に積極的に取り組んできたことにより、右肩上がりで推移していました。

その後、国が地方交付税等の大幅な削減を行ったことなどに伴い予算規模は急激に縮小し、近年は地方創生・人口減少対

策と財政健全化の両立に取り組み、予算規模は概ね同水準で推移していました。

平成30年度以降は中小企業への制度融資の予算を特別会計に移し、令和７年度の予算額は4,720億円となっています。
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※H15・H19は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」のため、6月補正後予算額。
※H30から中小企業制度融資等特別会計を設置。H29以前との比較のため、当該特別会計を含む場合の予算額を（ ）として記載している。

（年度）

（億円）

県財政の特徴
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4,720



県税収入の推移

県税の主なものは、県内に住所のある個人や法人などに課せられる県民税、事業を営む個人の所得や法人の収入等

に課せられる事業税、地方消費税となっています。

県税収入は、景気の動向や税制改正の影響を受けて増減しますが、近年は企業業績の回復や消費税率が引き上げら

れた影響により増加傾向です。
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地方交付税（臨時財政対策債含む）の推移

地方交付税とは、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供でき

るよう財源を保障するためのものです。

地方交付税（臨時財政対策債含む）は、平成15年度が最大で2,352億円でしたが、その後急激な削減（いわゆる地財ショッ

ク）やリーマンショック後の特別措置を経て、令和７年度の当初予算額は1,819億円を計上しています。

臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される

県債です。地方交付税の振替であり、元利償還金については、後年度に全額地方交付税で措置されます。

地財ショック
による減

臨時財政対策債

地方交付税

（億円）
リーマンショック
後の特別措置に
よる増

（年度）
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※S50～Ｒ6は2月補正後予算、R7は当初予算額
※本グラフは、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、県営住宅特別会計）、企業会計（流域下水道事業会計、Ｒ元までは流域下水道特別会計）を対象としている。

公共事業費の推移
公共事業費は、平成10年度までが増加傾向に、その後平成19年度までが減少傾向となり、近年は災害復旧費のほか、経済対策分や国土強靱化

対策分を除くと、概ね同水準で推移してきました。

平成30年度以降は安全安心な県土づくりを推進するため、国土強靱化対策として公共事業費を増額しています。

なお、直近の国土強靱化対策等が、国の補正予算で措置されたことを踏まえ、令和６年度11月補正（中日提案分）・２月補正予算（初日提案分）に

おいて294億円を措置しており、令和７年度当初予算と補正予算を合わせた公共事業費は1,129億円となっています。
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県債残高の推移（普通会計）

（年度）

県債は、道路や河川などの整備のように、その受益が将来に及び、後年度の県民にもその負担を求めることが適当

な事業を行う場合や、災害復旧など臨時に多額の財源を必要とする場合に認められる県の借金です。

通常県債の残高は、公共事業費の減少、財政健全化のための県債の繰上償還により、平成15年度から毎年度減少

してきましたが、令和７年度は、投資的経費の増などにより前年度から増加する見込みです。また、地方交付税の振替

である臨時財政対策債を合わせた令和７年度の残高は、8,500億円程度となっています。

通
常
県
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及
び
国
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臨
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財
政
対
策
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（億円）

(注１) H12～R５は決算額、R６、R７は見込額
(注２) 臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対応するため、投資的経費以外にも充てられる特例として発行される地方債（地方交付税の振替であり元利償還金

については、後年度に全額交付税措置）
(注３) 国土強靱化のための県債とは、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（H30年12月閣議決定）及び「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化

対策」（R2年12月閣議決定）により、臨時・特別の措置として発行される地方債

国土強靱化のための県債

県債と基金
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財政調整のための基金の推移

収支不足の補填などのため、財政調整のための基金を設置しています。

令和７年度末の残高は181億円となる見込みで、目標である180億円程度を確保しています。

※H12～R５は決算額、R６、R７は、年度末に行う50億円の基金取崩しの戻し及び核燃料税（価額割）増収分の積立て（R６：5.0億円）と取崩し（R７：4.5億円）を反映した見込額

年度

※(財政調整のための基金)
H12年度からH27年度までは財政調整基金、減債基金（満期一括勘定分を除く。）及び大規模事業基金
H28年度からは財政調整基金
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島根創生の実現と健全な財政運営の両立

今後の財政運営

毎年度予算編成を通じて収支均衡を達成するとともに、令和11年度末までに次の目標を達成するよう取り組みます。

① 財政調整基金の確保

令和６年度末の基金残高見込み：179億円 → 令和11年度末目標：180億円程度

② 県債残高の管理

令和６年度末の通常県債残高見込み：5,131億円 → 令和11年度末目標：5,400億円程度

行政評価のＰＤＣＡサイクルの仕組みを活用しつつ、４つの柱で取り組みます。

① スクラップ・アンド・ビルドの徹底 ③ 県有財産の売却などによる財源の確保

② 行政の効率化・最適化の推進 ④ 決算剰余金などを活用した財政基盤の強化

県税などの自主財源に乏しい島根県は、地方交付税など国からの収入に依存しており、財政基盤が脆弱です。

一方で、社会保障経費の増加や、労務費や物価上昇に伴う業務委託料等の行政経費の増加や金利上昇に伴う公債費の増

加、島根かみあり国スポ・全スポの開催準備への対応も必要となっています。

こうした中でも人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる島根創生実現のため、産業振興、結婚・出産・子育て支援、

中山間地域・離島対策、地域振興を支えるインフラの整備などの施策を更に充実していくことが必要です。

このため、令和６年11月に「第２期中期財政運営方針」を策定し、島根創生の実現と健全な財政運営の両立に取り組んでい

きます。

財政運営の目標

取組の柱

県財政の現状と今後の財政運営

第２期中期財政運営方針
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